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『ラテンアメリカ・カリブ研究所レポート』 

 

「米大統領選の行方とラテンアメリカとの関連性」（下） 

 

        桑山幹夫1＊ 
 

 

I. はじめに（上） 

II. 党大会の結果とその後の選挙戦（上） 

III. 米大統領選挙とラテンアメリカとの関連性（上） 

IV. 両候補の支持率の動向 (下) 

A. 伸び悩むクリントン氏の支持率 

B. トランプ候補の支持率降下の原因 

C. トランプ氏の選挙戦戦略の転換？ 

D. トランプ氏のメキシコ訪問 

V. 大統領選が米墨関係に及ぼす影響（下） 

A. トランプ陣営とメキシコの対立 

B. メキシコのイメージ問題 

C. 両国間の経済関係 

D. 移民問題 

VI. ラテンアメリカはトランプ氏を恐れるべきか（下） 

VII. 今後の展望（下） 

 

 

 

米大統領選まで 2 カ月を切った。本稿(上)では、TPP、NAFTA、移民・入国制限、ヒス

パニック有権者などの観点から、米国大統領選におけるラテンアメリカとの接点について

考察した。本稿（下）では、米民主党のクリントン前国務長官と共和党の実業家トランプ

両候補の支持率が上昇しない理由を考察したうえで、大統領選挙戦とラテンアメリカとの

関連性について、米メキシコ関係、由貿易協定、移民政策、および米州全域に及ぼす影響、

今後の展望について総括する。ペニャニエト大統領の側近であり、メキシコの経済改革推

進の中心的人物であったビデガライ財務相が、トランプ氏のメキシコ訪問を提案したこと

で、引責辞任したことについても言及する。 

 

 

IV.  両候補の支持率の動向 

 

投票日まで、2 か月を切った。両党が全国党大会を終えて以後、米共和党の大統領候補に

指名されたドナルド・トランプ氏の支持率が 8 月に入って急降下、米民主党のヒラリー・

クリントン候補が 6～9％リードする展開になっている。大会まではトランプ氏と民主党候

補のクリントン氏の 11 州での戦いはほぼ互角であったが、8 月下旬には 11 州のほぼ全てで

トランプ氏はクリントン候補にリードを許している。しかし、トランプ氏の支持率低下が

クリントン氏の支持上昇に直接繋がっていないもの確かだ。 

 

現在、クリントン候補が優勢、トランプ候補は苦戦を強いられている。AP 通信によれば、

民主党のクリントン候補は多くの州で優勢に立っており、大統領選で勝利するために必要
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な 270 選挙人の票を獲得するには、伝統的に民主党支持派である州に加えて、世論調査で

トランプ氏を大きく引き離している州において票を維持しながら、激戦が予想されるフロ

リダ、アイオワ、ネバダ、ニューハンプシャー、ノースカロライナとオハイオ州のうち、1

州で勝利できれば、大統領に選出される可能性は高くなる。一方でトランプ氏は、これら

激戦区の全てでクリントン氏を抑えるだけでなく、現時点で民主党に傾いている州を少な

くとも一つ獲得する必要がある。新しい世論調査では、激戦区のニューハンプシャー、ノ

ースカロライナ、フロリダ州でも、クリントン氏の優勢が伝えられる。1992 年以降、民主

党候補が続けて勝利してきたペンシルバニア州では、クリントン候補は二桁の票差で勝利、

従来、共和党候補に有利であるバージニア州でも、クリントン氏の勝利が濃厚だと、AP 通

信は伝えている(Swanson 2016)。 

 

 

A. 伸び悩むクリントン氏の支持率 

 

優勢に立つクリントン氏は、問題をかかえていないわけではない。民主党のクリントン

候補は各種の世論調査の平均値で共和党のトランプ候補を支持率でリードしているのは確

かだが、ABC テレビなどが 8 月 31 日に発表した世論調査の結果によると、クリントン氏

に「好ましい印象を持っている」と答えた人は、3 週間余り前の調査から７ポイント減って

41％で、「好ましくない印象を持っている」と答えた人は 6 ポイント増え、クリントン氏を

好まない印象を持っている人々が、この 20 年余りの間行われた調査のうち、最も多い 56％

に上っている。私用のメールアドレスを公務に使っていた問題と、関連する財団の献金者

に便宜を図っていた疑惑が大きく影響しているものとみられる。 

 

クリントン氏の支持率が伸びないことには幾つかの疑惑が背景にある。例えば、8 月 22

日に、ヒラリー・クリントンの E メール調査の一環として最近収集した約 15,000 の文書を

FBI が公開した。公開されたメールの一部から、クリントン氏が国務長官を務めた期間に、

「クリントン財団」への献金者に対して、献金の引き換えとして特別な恩恵を提供したと

の疑いが浮上した(BBC Mundo 2016b)。トランプ氏は 8 月 22 日、オハイオ州で演説し、

クリントン前国務長官と家族が設立した慈善団体「クリントン財団」2の献金者が国務省か

ら特別な待遇を受けていたかどうかを調べるため、特別検査官を任命するよう米司法省に

求めた。AP 通信は翌日、クリントン氏が国務長官を務めた最初の 2 年間に行った非政府組

織や個人の会合そして電話の多くは、クリントン財団のドナー関連であったことを報告し

ている。クリントン氏 は、この AP 通信のレポートを批判。最初の 2 年間で、約 1,700 の

会合を持ったが、財団のドナーのものは僅か 85 に過ぎないと反論している(BBC Mundo 

2016)。財団の献金者に会うことや電話で会話することは、法律違反ではないが、疑惑はク

リントン氏側が彼らに恩恵を与えることを条件に献金を受けたかどうかである。 

 

問題の焦点は、トランプ氏が主張するように、クリントン氏が国務長官を務めていた 2009

─13 年の間、クリントン財団が慈善団体ではなく、国内外の裕福な献金者に国務省が便宜

を図る「見返り献金」先となっていたか否かが問われている。保守系の行政監視団体「ジ

ュディシャル・ウォッチ」は 22 日、国務省の文書の 725 ページ分を公表した。この中には、

クリントン財団の元幹部ダグラス・バンド氏の要請で献金者に便宜が図られたことを示す

文書も含まれていると報じた。クリントン財団は、クリントン氏が大統領に選出される際

                                                   
2 「ビル、ヒラリー及びチェルシー・クリントン財団」は、もともとビル・クリントン大統領の図書館の

設立のために、1997 年に創設された国際的な慈善団体である。同団体の活動は、アフリカの農業、幼児の

肥満問題、南米の経済発展の支援、ハイチ地震後の救済援助、エイズ薬のコスト削減、気候変動の緩和な

どに焦点を当てる 11 の主要なプログラムで構成されている。財団はこれまで、20 億ドルの献金を集めて

おり、2,000 人以上の財団員を抱え、年間予算は 2 億 2,300 万ドルにおよぶ(BBC Mundo 2016b)。 
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には、海外からの献金を辞退する方針を表明している3。トランプ氏はさらに、クリントン

氏が国務長官時代に公務で私用メールを使っていた問題で同氏を起訴しなかった司法省と

連邦捜査局(FBI)を非難した(BBC Mundo 2016b)。 

 

クリントン氏の E メール疑惑はこれで収まったわけではない。クリントン氏は、私用サ

ーバーで送受信した公務に関するメールは約 3 万通だとしてきたが、FBI の捜査により、

新たに約 15,000 通のメールが存在したことが判明、10 月中旬までに順次公開するよう国務

省に指示した。クリントン氏は支持率で共和党のトランプ候補をリード、選挙戦を有利に

進めているが、11 月 8 日の投票日を目前にメールが公開されれば、選挙情勢に影響する恐

れもある。共和党はクリントン氏側が隠蔽を図ったとして批判を強める構えだ。 

 

 

B. トランプ候補の支持率降下の原因 

 

度重なる「暴言」や外交・安全保障政策などを問題視し、支持しないことを公言する同

党議員や元政府高官らが相次いだことが、トランプ氏の支持率急降下の原因である。共和

党穏健派のスーザン・コリンズ上院議員は 8 月 9 日、CNN テレビでトランプ氏不支持の理

由を、「ドナルド・トランプは米軍最高司令官になるための気質、判断力、自己鍛錬に欠け

ていると結論づけた」と説明した(Kopan 2016)。これに先立って、コリンズ議員は米紙ワ

シントン・ポスト紙への寄稿で、トランプ氏は「自制が利かず、無知に基づく発言の数々

が世界をより危険にさらす」と批判している。既にリチャード・ハンナ下院議員もトラン

プ氏を「不適格」とし、民主党のクリントン氏に投票することを宣言、上下両院で 10 人以

上が不支持の意向を表明している(Collins 2016)。トランプ氏はこれらの共和党議員を「ワ

シントンのエリート失格者」などと批判し、彼自身は既成政治（エスタブリッシュメント）

の「アウトサイダー」として、支持拡大を図ると主張した。 

 

トランプ氏がイラク戦争で戦死したイスラム教徒のホマユン・カーン陸軍大尉の父親で

パキスタン移民のキズル・カーン氏を誹謗中傷したことが反発を招き4、身内の共和党から

も批判が噴出したことがあった。7 月の民主党大会で演説した遺族の非難に対してトランプ

氏が反論したのがきっかけだが、米国政治では軍人や遺族は尊敬の対象であり、戦死した

兵士の遺族である「ゴールド・スター・ファミリー」（名誉戦傷勲章受章者家族）を冒涜し

てしまったことで、11 月の本選挙の結果を左右しかねない暴言であったと指摘される。 

 

 

 

                                                   
3 AP によると、ビル・クリントン氏は、ヒラリー候補が選出された際には、財団の委員会を辞任し、すべ

ての寄付集めを停止すると公表した。唯一、米国市民及び独立した慈善団体からの寄付は受けるが、外国

のグループ、米国企業または企業慈善からのギフトは受けないと述べた(BBC Mundo 2016b)。 
4 カーン陸軍大尉(享年 27)は 2004 年にイラクで戦死したイスラム教徒。両親が 7 月 28 日の民主党大会で

登壇した。父親のギズル・カーン氏 は、イスラム教徒の入国禁止を主張したトランプ氏は米国の価値観を

理解していないとして、「あなたは憲法を読んだことがあるのか。なければ、私のを喜んでお貸しする」と

合衆国憲法のポケット版冊子を掲げ、大歓声を浴びた。さらに息子を失った自分と違って、トランプ氏は

国のために「何一つ犠牲を払っていない」と酷評した。加えて、「あなたは一度たりともアーリントン墓地

を訪れたことがありますか。あそこには米国のために命を捧げた米兵が眠っています。人種、宗教、文化

を超えて、すべての戦死者が眠っているのです」と発言した。トランプ氏はカーン氏の演説について、「ど

うせヒラリー・クリントンのスピーチライターが書いたものだろう」と毒づき、さらにカーン氏の妻が一

緒に登壇しながら無言だったことを取り上げて、「彼女は夫に何も言わせてもらえなかったのではないか」

と、イスラム教徒の女性に発言権がないとやゆした。カーン氏によるこの演説は全米で同時にテレビ中継

されるとともに、ユーチューブを通じて全世界に流れ、感動を呼んでいた。それだけにトランプ氏の反論

は顰蹙を買った。 
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このトランプ氏の暴言について、オバマ大統領は 8 月 1 日、南部ジョージア州で開催さ

れた退役軍人の集会で「私は最高司令官として、米軍や部隊をけなす人々に心底嫌気がさ

している」と彼を非難した。共和党重鎮でベトナム戦争の元軍人ジョン・マケイン上院議

員も、トランプ氏を強く批判する声明を発表した。遺族や超党派の元軍人議員らは謝罪を

求める手紙をトランプ陣営に送付した。共和党内からは指導者としての資質を疑問視する

声が相次いでいる(高濱 2016, 西日本新聞 2016)。 

 

さらに、トランプ氏は 8 月 9 日に、民主党候補のクリントン前国務長官が銃規制強化を

主張していることに触れ、クリントン氏が武器保有の権利を定める合衆国憲法修正第 2 条

の実質的な廃止を望んでいると指摘し、「銃所持者には（規制強化を）止める手段があるの

ではないか？」と語った。この発言が、銃所持者によるクリントン氏らへの何らかの「行

動」を促した脅迫的なものとの受け止め方が広がり、批判の声が高まった。そればかりか、

トランプ氏は大統領に就任すれば、１人空席の最高裁判事に自身に近い考えの人物を指名

するとの見通しを示し、「もしそうなれば、皆さんにできることは何もない。（銃を持つ）

修正第 2 条の人たちには手段があるかもしれないが、私には分からない」と付け加えた(毎

日新聞 2016a)。 

 

米メディアはこの発言を大きく報道した。ウォール・ストリート・ジャーナル紙は「（ト

ランプ氏の）批判者はクリントン氏への暴力を扇動するものと解釈している」と伝え、CNN

も「新たな激しい論争を引き起こした」と報じた。クリントン氏は、銃購入者に対する身

元調査の厳格化などを求めているが、修正第 2 条の廃止は主張していない。クリントン陣

営は「トランプ氏の発言は危険だ。米国大統領を目指す人物は、決して暴力を示唆すべき

ではない」との声明を発表した。これに対し、トランプ陣営は「（発言は）結束の呼びかけ

だ」との声明を発表し、「多大な政治力を持つ」銃所持者たちに結束して支持するよう呼び

かけたものだとの見解を示した(Kopan 2016)。この新たな問題発言を受けて、米大衆紙ニ

ューヨーク・デイリー・ニューズは 10 日付の紙面で、トランプ氏の選挙戦の打ち切りを求

めた(時事通信 2016)。 

 

これらのトランプ氏の暴言を受けて、ニクソン政権からブッシュ前大統領の政権まで歴

代の米共和党政権で外交・安保政策に携わった元高官ら 50 人が共同声明を出し、共和党大

統領候補トランプ氏には投票しないと宣言した。「米史上最も無謀な大統領になる」と強い

懸念を示した。同文書は、「トランプ氏は、米国の道徳的権威を弱め、米国憲法に関する彼

の知識と信念が疑われる。彼は、米国の重要な国益、複雑な外交課題、不可欠な同盟国と

の連携、民主的価値について理解が足らない」とし、「残念なことに、自分で勉強すること

には関心がない」と述べている。「我々のなかで、トランプ氏に投票する者は一人としてい

ない」と表明したうえで、「多くの国民はヒラリー・クリントン氏について懸念を抱えてい

る。我々もそうだ」とクリントン支持に回ったわけではないと釘をさしている(Sanger and 

Habermanaug 2016)。 

 

共同声明の署名者にはヘイデン元中央情報局(CIA)長官、知日派のグリーン元国家安全保

障会議(NSC)アジア上級部長、ゼーリック、ヒルズ両元通商代表部(USTR)代表らが名を連

ねている。元国土安全保障省長官を務めたリッジ、チャートフ両氏、前チェイニー副大統

領時期に国家安全保障問題担当補佐官を務めたサム・エデルマン氏も署名している。それ

を受けて、8 日月曜日にトランプ氏が反論した。文書の署名者について、「世界が何故この

ような混乱状態にあるのか、米国民はその理由について彼らに問いただすべきだ。世界が

このように危険な場所となってしまった責任を負うべき人間が今回このような文書で意思

表示したことは、我々はむしろ感謝すべきだ」、「権力にすがりつくただのワシントンのエ

リート達に過ぎない」と、これら議員が反トランプ支持に回ったことを一笑に付した 
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(Sanger and Habermanaug 2016)。 

 

問題発言を繰り返すトランプ氏に対し、共和党全国委員会が今後の選挙戦にトランプ氏

につぎ込む予定の資金について、差し止めを求める嘆願書が共和党全国委員会委員長を務

めるラインス・プリーバス氏に提出されたことが明らかになった。嘆願書は「トランプ氏

が当選する確率は日々低下している」とし、11 月の大統領選と同時に行われる上下両院選

も「民主党の地滑り的勝利につながるリスクがある」と指摘、党資金の投入先を大統領選

から議会選へと即時に切り替えるよう求めている。11 日までに複数の連邦議員経験者を含

む 70 人以上が嘆願書に署名したと報じられる(Los Angeles Times 2016)。トランプ氏に対

する反発が強まるなか、元米中央情報局(CIA)職員のエバン・マクマリン氏が 8 日に、11 月

の大統領選に無所属で立候補する意向を表明した。トランプ氏にとっては、共和党支持層

の一部を奪われて痛手になる可能性がある(毎日新聞 2016b)。 

 

 

C. トランプ氏の選挙戦戦略の転換？ 

 

選挙戦での劣勢に歯止めをかけるために、トランプ氏は 8 月下旬から政策転換を図って

いる。8 月 15 日、外交・安全保障政策への批判を受けていたトランプ氏は、北大西洋条約

機構(NATO)の加盟国と「緊密に連携する」と現実路線に転換する姿勢を示した。大統領に

就任すれば、過激派組織イスラム国(IS)打倒に向けて北大西洋条約機構(NATO）加盟国と密

接に協力する姿勢を強調した。これまでは NATOを「時代遅れだ」「他の加盟国が対価を払

っていない」と批判し、脱退も辞さない姿勢を示していた。同氏は政策演説の中で、IS に

対して軍を動員したり、サイバー戦争や金融戦争を仕掛けたりすると表明、「この新たな使

命では NATO と密接に協力する」とした(ロイター2016c)。一転して NATO を肯定した背

景には、自身の外交・安保政策に内外から非難が集中している現状がある(東京新聞 2016)。 

 

トランプ氏の支持率低下の背景には、トランプ氏の選挙対策本部長だったポール・マナ

フォート氏5の辞任で明るみに出ることになった、トランプ陣営に関わる「ロシア疑惑」が

ある。プーチン氏を「力強い指導者」と呼ぶ共和党候補トランプ氏の選対本部長、マナフ

ォート氏は、親露派のヤヌコビッチ・ウクライナ前政権から巨額の現金を受け取った疑惑

が浮上、19 日に辞任した6。ポール・マナフォート氏の辞任で、ドナルド・トランプ陣営と

ロシアやウクライナの親ロシア派との間にある不穏な関係を否定できないことが明るみに

出た。しかし、「これで終わりではなく、序章にすぎない。マナフォート氏を排除しても、

トランプ氏とプーチン大統領の奇妙な友好関係は終わらない」とクリントン氏の選挙対策

本部長ロビー・モック氏は声明文で述べている(ラビン 2016、加納 2016)。ただ、民主党候

補のクリントン前国務長官もこうした疑惑について「無傷」であったわけではない7。 

 

                                                   
5 マナフォート氏は 3 月に選挙戦に加わり、トランプ氏が共和党内の指名獲得に必要な代議員を獲得する

のに活躍した(ラビン 2016)。 
6 ロシアに亡命したヤヌコビッチ前大統領が率いた「地域党」から 2007～12 年に計 1,270 万ドル(約 12

億 7,000 万円)を受け取った疑惑が浮上した。マナフォート氏がウクライナ政府のコンサルティングを手

がけたことについて、複数のメディアが彼の行動を疑問視していた。また AP 通信は 18 日、米国で地域

党に有利な世論を形成するため、マナフォート氏が同党から米ロビー会社 2 社への 220 万ドルの送金に

関わったと報じた(加納 2016)。マナフォート氏の事務所が海外エージェント登録をしていなかったため、

連邦法に触れていると伝えた(ラビン 2016)。 
7 マナフォート氏が関わったロビー会社の１社は、クリントン陣営の最高幹部の兄が経営していた企業で

もあり、ロシア国営企業が買収した、米国内にウラン鉱山の権益を持つカナダのウラン開発会社側が 2009

～13 年、慈善団体「クリントン財団」に計 235 万ドルを寄付していたことが発覚、国務長官として買収の

承認に影響力を及ぼした疑いが持たれたことがある(加納 2016)。 
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選挙戦での巻き返しを図るために、トランプ氏は 8 月に入って、長年にわたり民主党を

支持してきた黒人有権者への訴えを強めてきている。これに対して、クリントン候補は、

トランプ氏の考え方を人種差別的だと批判を強めており、マイノリティー票をめぐる争い

が激しさを増している。支持率が低下しているトランプ氏が黒人層に支持を呼びかける演

説をし、「（黒人は)貧しく、教育も悪い。仕事もなく、58％の若者が失業している。トラン

プ大統領になったとしても何を失うというんだ）と発言したが、民主党政権では黒人層の

生活が悪くなると強調するあまり、かえって黒人層を侮辱するという逆効果になった。ウ

ォール・ストリート・ジャーナル紙と NBC テレビが 8 月初旬に伝えた世論調査によると、

黒人のトランプ氏支持はわずか 1％、民主党候補クリントン氏の 91％とは圧倒的な差がつ

いている。オバマ大統領との戦いとなった過去 2 回の大統領選では、共和党候補は黒人の

有権者を引き付けるのに四苦八苦した経験がある。2012 年の大統領選ではミット・ロムニ

ー候補が獲得した黒人票は全体の 6％にとどまった(エプスタイン及びベンダー 2016)。 

 

トランプ陣営は、これまでの不法移民に対する強硬姿勢を軟化させる可能性を示唆して

いる8。トランプ氏の選挙対策責任者にこのほど昇格したケリーアン・コンウェイ氏は 21

日に出演した CNN の番組で、トランプ氏が先に提案した米国内の不法移民 1,100 万人を強

制送還させる計画は未定だと発言し、トランプ氏の移民政策に不法移民の「強制送還部隊」

の設立が盛り込まれるかどうかの問いに対して、「今後決定する」と答えていた。トランプ

氏は 8月 23日、米FOXニュースが主催した移民問題に関するタウンホール会合において、

米国社会に貢献し、法律を守り、家族を作っている不法移民が暮らしやすいように、進ん

で法律改正する用意があるかと質問された際に、「人々を苦しめるつもりはなく、緩和する

ことも十分あり得る」と答えた。移民の中には「偉大な人々」がいるとも語った。トラン

プ氏は不法移民全員を本国に送還すると強硬に主張し続けてきたが、最近では態度が揺ら

ぐ兆候がみられることもあった。方針転換すれば、大統領選で穏健な有権者の支持を増や

せるかもしれないが、その半面、反移民姿勢を基盤とする熱狂的な支持者の不興を買うこ

とになりかねない (ロイター 2016a, 2016b)。 

 

メキシコ訪問を終えて帰国した 8 月 31 日遅く、共和党のトランプ候補は、米アリゾナ州

フィニクスで移民政策について演説し、メキシコとの国境に壁を築くなどの従来の主張を

繰り返し、不法移民に対しては、強い姿勢で臨むことを強調した。今回の演説では、トラ

ンプ氏は、これまでの強硬姿勢を軟化させるのではないかとも指摘されていたが、不法移

民に対して強い姿勢で臨むことを再度強調する形となった。この演説でトランプ氏は「第

一にわれわれは国境に大きな壁を築く。そしてメキシコが費用を支払う。100％だ。」と述

べ、メキシコとの国境に壁を築き、メキシコ側に費用を負担させるという従来の過激な主

張を繰り返した9。「不法移民には、凶悪犯罪人がいる」と述べ、スピーチの終わりには、「不

法移民の犯罪者に殺された被害者の家族」を大勢登場させた。トランプ氏が不法移民に対

して弱腰になることなく、強硬な移民政策を維持したことで、保守派の支持が流れること

を防いだかたちだ(PBS 2016 , Collinson and Diamond 2016)。 

 

 

                                                   
8 これまで、トランプ氏は不法移民を犯罪者と決めつけ、メキシコとの国境に壁を建設すると主張し、強

制送還部隊の設立を約束していた。 移民に仕事を奪われていると不満を抱き、不法移民の強制送還を訴え

る白人労働者層の支持を集め、共和党予備選の勝利につなぐことができた(ロイター 2016a, 2016b)。 
9 壁の建設については、国民の間で意見が大きく分かれる。ピュー・リサーチセンターが 8 月 23 日に発

表した調査によると、過半数の 61％の米国人がトランプ氏の米メキシコ国境に壁を構築する案を拒否して

いる。白人の中で、建設に賛成するのは 43％で、反対が 54％となっている。一方、ヒスパニック系やアフ

リカ系米国人の 76％が建設に反対している。共和党支持者の中で、建設に賛成するのは 63％と多いが、民

主党支持者の 84％が建設に反対する(EFE 2016)。 



7 

 

 

さらにトランプ氏は、米国内に住む不法移民に対し「一切容赦をしない」姿勢を明確に

した。「合法的な在留資格を求めている不法移民にとって、道は１つしかない。母国に帰り、

私が今日これから説明する新しい合法的な移民制度のルールに則って、他の人たちと同じ

ように再入国の申請をすることだ」とトランプ氏は述べた10。「米国の移民制度を機能させ

ようと思うなら、重要かつ扱いの難しいこれらの問題について誠実に恐れることなく話を

する態勢を取らなければならない」とトランプ氏は強調。「経済的に安定し、豊かな暮らし

を営み、米国民を愛してくれる可能性が最も質の高い移民を選抜するのは、主権国家とし

ての我々の権利だ」と訴えた。数百万人の不法移民に就労を認めるバラク・オバマ政権の

大統領令の無効化や、犯罪歴のある移民の国外退去などを含む独自の移民政策を発表した。

「世界へ向けたわれわれのメッセージはこうだ。不法に米国に入国しても、法的地位は得

られないし、市民権も与えられない」と述べた（PBS 2016 , Collinson and Diamond 2016)。 

 

 

D. トランプ氏のメキシコ訪問 

 

米大統領選の共和党候補トランプ氏は、メキシコのエンリケ・ペニャニエト大統領の招

待を受け入れ、8 月 31 日、メキシコを訪問、同大統領と会談した11。その背景には、トラ

ンプ氏は全米の支持率でクリントン候補との差が開くなか、ヒスパニック系などマイノリ

ティーにも支持を訴える方針に転じており、メキシコへの訪問で、不法移民対策などをめ

ぐって、メキシコ側と協力して対応する姿勢をアピールし、支持率の回復を目指す狙いが

あった。ただ、ペニャニエト大統領は、トランプ氏だけでなく、クリントン候補にもメキ

シコ訪問を呼びかけている(Nájar 2016a, Healy 2016)。 

 

共同記者会見に臨んだ両者は共に相違点を強調せず、手厳しい発言は控えた。トランプ

氏は「現在の通商、移民政策が米国に与える影響について、率直に自らの見解を伝えた」

と表明、「われわれ全員が自分たちの地域の安全と繁栄、自由を維持することに共通の利害

関係を有している」と外交的な姿勢を示した。一方で、ペニャニエト大統領は、トランプ

氏との会談が「率直で建設的」だったと発言、「われわれはさまざまな問題に関して意見が

分かれるかもしれないが、あなたがここにいるということは共通部分が多いことを示して

いる。次期米大統領は私の政権のパートナーになり得る」と柔軟な発言に留まった(Nájar 

2016a, Healy 2016)。 

 

                                                   
10 具体的には、下記の 10 項目を挙げ、移民政策については一切妥協していないことを強調した。1）南

部の国境に壁を築く、2）不法移民のキャッチ・アンド・リリース（罰を課さずに放免する）をやめ、厳罰

に処して国外退去させる、3）外国人犯罪者を厳罰に処す、4）「サンクチュアリ・シティ（聖域都市）」（シ

カゴ、ニューヨーク、サンフランシスコなど不法移民にも公共サービスを提供する条例を定めている都市）

への送金を停止する、5）憲法違反の大統領命令を撤回し、移民に関する法律すべてを強化する、6）十分

な移民審査が行われていない場所は、すべてビザの発給を停止する、7）不法移民の強制送還を命じた時は、

受け入れ拒否の国も含め、必ず外国に戻す、8）生体認証機能をもった出入国管理システムを完備させる、

9）不法移民を解雇し、自国民に利益をもたらす、10）合法移民の制度を改め、アメリカ国民とその労働者

に最善の利益を提供する、など強硬な姿勢で移民問題に対処してゆく姿勢をみせた（フォリー 2016、PBS 

2016） 
11 トランプ候補は、昨年 6 月に大統領選に立候補を表明して以来、「外遊」を計画したことが何回かある。

昨年 12 月にイスラエルを訪問しようとした際、ネタニエフ首相に面会を拒否されたことで、訪問を断念し

た背景がある。この時点で、「イスラム教徒の入国禁止」という「スローガン」を抱えていたトランプ氏を、

イスラエルが歓迎しなかったのは当然である。続いて、今年６月にはアイルランドへの訪問を計画したが、

この時は計画が話題に上っただけで「人種差別主義者の入国反対」デモが発生し、入国できる雰囲気では

ないということで断念した。 
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会談が始まる数時間前に、メキシコのフォックス前大統領は、トランプ氏が「ひざまづ

いてメキシコ人に謝罪するできだと」と要求、ホルヘカスタネダ元外相は、今回の訪問は

「不毛」だと語っている。「我々の領土で壁を構築することを伝えるために、大統領がトラ

ンプを招待したことで、メキシコ人は憤慨し、傷ついた」というのがメキシコ人の一般的

な印象だ。最終的な勝者は、米国の共和党候補である」と、メキシコ上院の外交委員会議

長を務めるガブリエラ・クエバス氏は、今回訪問の勝利者は、トランプ氏であると述べて

いる。「トランプの選挙工作で、メキシコ政府が罠に落ちた」と彼は主張する。ペニャニエ

ト大統領は、「米の選挙プロセスには介入しないと以前から述べていたが、トランプ氏のた

めのキャンペーンイベントを行ってしまった」と大統領を批判する(Nájar 2016a)。 

 

一方で、トランプ氏は「国境の安全を確保することは、主権国家の権利であり、相互の

利益だ」と指摘、「壁を建設し、人、麻薬、武器の不法な移動を止めることは、いかなる国

にも認められている」と今回の訪問で述べている。また、メキシコとの国境に「壁」を築

く正当性を主張するとともに、現行の北米自由協定(NAFTA)はメキシコに有利だとし、再

交渉するとの立場を改めて強調したと報道される(Healy 2016)。ペニャニエト大統領は、記

者会見で、国境と移民に関して、米国への不法移民は数十年間にわたり減ってきており、

メキシコ人は米国の繁栄に貢献していると指摘したうえで、現金や銃器が米国からメキシ

コに流入しているとあらためて抗議した(Healy 2016)。「壁」の建設費をメキシコに負担さ

せることについては、会談では論議しなかったとトランプ氏が伝える一方で、ペニャニエ

ト大統領は、会談の数時間後ツイッターで、大統領が会談の冒頭において、メキシコが建

設費を支払うことはないとトランプ氏に明確にしたと語り、両者の発言が食い違ったこと

が明らかになった(Collinson and Diamond 2016, Healy 2016)。 

 

トランプ氏は大統領候補として初めて隣国メキシコを訪問し、不法移民対策などをめぐ

って、メキシコ側と協力して対応する姿勢をアピールし、彼の外交官としての能力を危惧

する共和党内外の懸念を払拭し、支持率の回復につなげる狙いがあった。政治家の資質と

して、感情をコントロールできない人物であるとのイメージを取り払い、彼が海外で発言

する際にも懸念材料はないと示すことで、米国内での浮動票を取り付けることができる。

メキシコ在住の共和党員組織を率いるビジネスエグゼクティブであるラリー・ルービン氏

は、トランプ氏は、「二国間関係の重要性を理解し、米墨関係を重視している」ことを証明

したかったのではないかと語る(Healy 2016)。クリントン氏は、選挙戦においてトランプ氏

が大統領としての気質と判断力をもし合わせていないことに繰り返し言及してきた。今回

の訪問が、トランプ氏が「良い外交官で、最高の政治家であるというイメージを有権者に

伝えるための、よい追加材料となった」とコレヒオ・デ・メヒコ研究員、ソレダッド・ロ

アエサ氏は語る(Nájar 2016a)。 

 

一方で、汚職問題、スキャンダルなどで、支持率が 23％まで低下しているペニャニエト

大統領は、今回のトランプ訪問でイメージ・チェンジを図ったのではないかとの見方もあ

る(Nájar 2016a)。トランプ氏の訪問は、最近発覚した大統領による論文の盗作問題、豪邸

の購入、マイアミマンションの購入などのスキャンダルと関係しているのではないかと、

ユニビジョンの司会者で、ラテンアメリカで著名なジャーナリストであるホルヘ・ラモス

氏が彼のツィターに書いている。「トランプにとっては、選挙のキャンペーンの一環で、大

きなプロパガンダであるが、エンリケ・ペニャニエト大統領にとっては、任期中で最も危

険な賭けであると、コラムニストでメキシコ国際問題評議会(COMEXI)の創設メンバーであ

るガブリエル・ゲラ氏は述べている。また、音楽界の象徴的アイドルであるフォアン・ガ

ブリエルの死をメキシコ人が悼んでいるときに、トランプ氏を招待したことは、時期の選

択でも間違っていると、ラモス氏は批判する(BBC Mundo 2016a)。 
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 米ウイルソン・センターの副会長で、メキシコ専門家であるアンドリュー・セレエ氏は、

今回の招待は、メキシコ政府のプラグマティズムを象徴しているものだと指摘する。「メキ

シコ政府は、次の米国大統領がだれになるかとは関係なく、正当な大統領候補であるトラ

ンプ氏とチャネルを確立したいと考えている」と彼は米紙ニューヨーク・タイムズに語っ

ている。しかし、 メキシコの大多数の世論はセレエ氏の意見とは異なり、メキシコ人を「犯

罪者」で「強姦者」であると侮辱する人物に頭を下げるような侮辱的な行動である、と批

判している。 

 

トランプ氏のメキシコ訪問は、予想外の影響をもたらした。ペニャニエト大統領のトラ

ンプ氏と会談を大半の国民が「失敗」と評価し、ルイス・ビデガライ財務相が 9 月 7 日に

引責辞任したと地元メディアが伝えた。ペニャニエト大統領は、財務相の辞任の理由は明

らかにしていないが、トランプ氏を招待した同大統領に対する批判が高まっており、ペニ

ャニエト氏の側近であり、トランプ氏のメキシコ訪問を提案し、中心となって進めていた

とされるビデガライ氏が退任に追い込まれた格好だ。閣僚の中には、ミゲル・アンヘル・

オソリオチョン内務省、クラウディア・ルイス・マシュー外相など、トランプ氏招待に反

対する意見もあったが、ビデガライ氏がそれらの反対を押し切った模様だ。彼の辞任は、

大統領にとって大きな打撃である。ペニャニエト大統領が閣僚の中でも最も信頼をおいて

いた側近を失うことになった(Schwarze 2016, Semple and Malkinsept 2016)。 

 

ビデガライ氏の辞任は、ペニャニエト大統領の支持率低下に歯止めをかけるかもしれな

いが、統治制度的革命党(PRI)の指導者選びについて、不透明度が高まってきていることも

確かだ。ビデガライ氏は、マサチューセッツ工科大学から経済学で博士号を取得している

優秀な経済学者で、ペニャニエト大統領の側近であるだけでなく、大統領がメキシコ州の

知事を務めていた 2005 年ごろからの朋友であり、同州の債務問題の再編に貢献、ペニャニ

エト氏の 2012 年大統領選挙戦を運営したこともある。現政権がこれまで推し進めてきたエ

ネルギー、電気通信部門における経済改革の中心的な人物でもあり、1930 年代以降から国

営企業に独占されていた石油産業を開放し、税制改革に取り組んだことでも評価が高い。

2018 年の次期大統領選挙では、PRI 党の有力候補として注目されていた。メキシコ州の知

事選にPRI党の候補と出馬するのではないかとの噂もある（Semple and Malkinsept 2016）。 

  

しかし、ビデガライ氏の財務相在任中に、経済が減速、メキシコペソが下落、信用格付

け機関によるメキシコのレーテイングが悪化してきていることが、辞任の背景にあると指

摘する報道もある。ムーディーズ・インベスターズ・サービス及び S＆P グローバル・レー

ティングは、この数カ月でそれぞれメキシコの格付けを「安定的」から「ネガティブ」に

引き下げている。メキシコ経済のパフォーマンスが悪化してきていることで、ビデガライ

氏の財務相辞任は、トランプ氏の訪問以前に既に必然的になっていたとみる専門家もいる。

後任には、かつて財務相を務めたホセ・アントニオ・ミード社会開発相が任命された。ミ

ード氏は米エール大学で経済学博士号を取得している(Semple and Malkinsept 2016)。 

 

 

V. 次期米大統領選が米メキシコ関係に及ぼす影響 

 

メキシコ移民は「犯罪者」で「強姦犯」だと決めつけ、「メキシコは我々の友好国ではな

い」と発言したトランプ氏は、2015 年 6 月大統領選への出馬を表明した。この時点では、

トランプ氏が掲げた反移民対策のみならず、大統領候補としての可能性を真面目に取り上

げた人は少なかった。 BBC の記者が 2016 年 3 月に、トランプ氏はメキシコでは「公共の

敵ナンバーワン」であると宣言した。数々の挑発的な発言を受けて、ペニャニエトメキシ

コ大統領は、トランプ氏をヒトラーやムッソリーニのレトリックとスタイルに喩えて反撃
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した。同大統領の反応は、誇張された表現ととらえられないこともないが、「メキシコにお

いて、これほどメキシコ人の感情を害し怒りをかった米国の指導者はいない」と専門家は

みる(IAD 2016b)。 

 

 

A. トランプ陣営とメキシコの対立 

 

トランプ氏の対メキシコ発言の「最初の犠牲者」となったのは、2015 年 9 月に着任した

駐米元メキシコ大使ミゲル・バサーニェス氏である。同大使は、トランプ氏が暴言を改め、

メキシコ社会に対して謝罪するであろうと予測していたので、トランプ氏に対する遺憾の

意を具体的に表明することを怠った。メキシコにとって最も重要なポストにある駐米大使

が就任後僅か 8 ヶ月で解任されるのは稀である。後任として、ニューヨーク、シカゴ、ト

ロント、サンアントニオのメキシコ領事館で勤務した後、就任以前 3 年間はロサンゼルス

で総領事を務めていたマニュエル・サダ・ソラナ氏が任命された。大使交代に関して、メ

キシコ外務省は「メキシコ人の権利を北米で保護し、メキシコの利益を海外で擁護する意

味で、経験の豊富なサダ氏を任命した」と表明している(Wilkinson 2016)。 

 

一方、米国政府は、空席となっていた駐メキシコ大使のポストを数ヶ月間も埋めなかっ

た。これには 、ロベルタ・ジェイコブソン氏が国務省米州担当長官任期中に進めた米キュ

ーバ国交正常化に抗議するために、2015 年 11 月、当時共和党の大統領候補で上院外交委

員会のメンバーであるマルコ・ルビオ上院議員が彼女のメキシコ大使任命を 2016 年の 4 月

まで延期した背景がある(Zissis 2016)。サダ大使、ジェイコブソン大使がそれぞれ 2016 年

6 月に着任するまで、各々の大使ポストは約 1 年間空席となっていた。 

 

トランプ陣営は、不法移民対策で国境に築く「万里の長城」の建設費をメキシコ政府に

支払わせるとの持論を具体化する方法を 4 月にホームページで公表、メキシコ国境の壁建

設資金拠出を拒めば、反テロ法を駆使して不法移民のメキシコへの送金を阻止すると提案

した。トランプ氏は、壁建設のためメキシコに 50～100 億ドルの負担を要求するとしてい

ると報じられる。壁に関する財源とは別に、国境にどのように壁を構築していくのか、依

然として不明な部分が多い。国境の一部は既にフェンスで囲まれており、そうでない部分

の壁はテキサス州の管轄である。よって、米政府は私有財産、自然境界を形成する河川に

至るまで、多くの問題に対処する必要が出てくる。メキシコと包括的な国境条約を再交渉

する必要が出てくる(Zissis 2016)。 

 

メキシコ中央銀行のアグスティン・カルステンス総裁は、送金を阻止するトランプ氏の

提案について、メキシコ人に対する重大な権利侵害であると反論した。カルステンス総裁

は記者団に「送金される資金は稼いだ人の資産であり、彼らには海外送金を行う権利があ

る。したがって、（送金阻止案は）在外メキシコ国民に対する深刻な財産権の侵害であり、

完全に不当な政策だ」と強く批判した。在外メキシコ人からの送金は年間約 250 億ドルに

達すると推計され、同国の GDP の２％近くを占めるほどまで拡大している(ロイター 

2016d、Wilkinson 2016)。 

 

 

B. メキシコのイメージ問題 

 

経験豊富なサダ大使は、着任の際に、米国経済に対するメキシコの重要性を実証するた

めに十分なアピールが出来ていないと主張、広報キャンペーンを通じて、時代遅れのメキ

シコのイメージを更新するため、政府努力を集中していくことを約束した。全米で 50 の領
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事館のネットワークから新しいメキシコのイメージを発信していくと語っている。しかし、

メキシコのイメージ・チェンジが 11 月までに達成できるとはだれも思っていない。「ある

意味で、トランプ氏は長い間くすぶっていた問題を新たに指摘している。」特に、「米国人

がメキシコに抱くイメージは、メキシコの一部の地域でおこっている残忍な麻薬戦争 のニ

ュース報道に根ざしている」とエクセルシオール紙の海外編集者ホセ・カレーニョ氏は語

る(Zissis 2016)。 

 

汚職・腐敗、麻薬戦争に関しては、米国人、メキシコ人を問わず、メキシコが抱える重

大な問題であるとの意見で一致する。米国人がメキシコに対して悪いイメージを持つ理由

の一つとして、腐敗が組織犯罪と暴力、そして麻薬問題と関連する問題として見ているか

らだ。メキシコ国内で 43 人の学生が行方不明になり、後に地元の麻薬組織に殺害されてい

たことが判明した。これには学生の拉致・殺害には麻薬組織のメンバーだけではなく、現

職の市長や警察官も関与していた疑いが浮上した。メキシコは近年、これまで困難と考え

られた改革に包括的に取り組んでいるかもしれないが、汚職と法の支配という古い問題に

は対処できていない。「米国におけるメキシコのイメージを改善するには、多くの米国人、

そしてメキシコ人が懸念する問題に取り組むことが最初のステップである」とアントニ

オ・ガルサの元駐米国メキシコ大使は述べている(Zissis 2016)。 

 

トランプ氏が 11 月の大統領選で敗北しても、彼の挑発的な発言は二国間関係に大きなマ

イナス影響を与え続けることは間違いない。メキシコのエル・フィナンシエロ紙の調査に

よると、メキシコ人 4 人 のうち 3 人がトランプ氏に対して否定的な見方を持っていること

が分かる。だが米国人がメキシコに抱くイメージは、今回の米国大統領選以前から悪化し

ていたのではないか、と指摘する専門家もいる。2016 年 6 月に行われた世論調査によれば、

この 4 年間で二国間関係が悪化したと答えた回答者は 28％で、改善されたとの回答の 8％

を大きく上回った。同調査によると、米国人の過半数がメキシコを良きパートナーとして

ではなく、問題の根源としてみていることが明らかになった(Zissis 2016)。 

 

 

C. 両国間の経済関係 

 

通商関係、安全保障で密接な関係にあり、外交でも長い歴史がある隣国メキシコに対し

て、米国の大統領候補がトランプ氏のような挑発的な発言をするのは珍しい。米国の領土

の 3 分の１は、かつてはメキシコ領であった。現在でも、メキシコは米国人の最も好む旅

行先であって、カナダと比べても 2 倍の米国人が行きかう。米墨二国間貿易は一日に約 14

億ドルに達する。両国間の国境は世界で最も多忙で、年間で 3 億 5,000 万人が合法で国境

を超える。「このように大量の人と物流の行き交いがある中で、メキシコからテロリストが

米国に侵入したケースは、これまで一件も報じられていない」と、米墨は良好で密接な関

係で結ばれていると主張する専門家もいる(Zissis 2016)。「メキシコほど、米国人の日常生

活に影響を与える国はない。」「具体的に、そして率直に言えば、米国の国家安全保障と繁

栄はメキシコとの協力とメキシコの安定性に依存するところが大きい」と、元メキシコ下

院議員を務めたアグスティン・バリオス・ゴメス、メキシコ・イメージ財団団長は断言す

る(Zissis 2016)。 

 

米墨両国の経済は緊密な関係にある。NAFTA が発効してから、米国では 600 万人の雇用

がメキシコとの貿易で支えられている。両国間の貿易額は巨大で、毎分 100 万ドルの取引

に相当する。自動車は生産過程で、8 回国境を超える。メキシコの輸出総額の約 8 割は米国

向けである。米国の部品や付属品は、メキシコの対米国市場輸出の約 40％を構成している。

国境線を共有するすべての 4 州にとって、メキシコが最大の輸出市場である。メキシコの
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対米国輸出は自動車や機械器具が主要な製品で、一般の開発途上国の印象とは異なる。ま

た、メキシコの中間層は、カナダの総人口よりも大きい。ラテンアメリカで最初に経済開

発機構(OECD)に加盟、GDP の規模でみると、世界で 15 位にランクされる経済大国なので

ある。工学プログラムに在籍する学生数は、ブラジルやドイツよりも多い。しかし、外国

メディアは、ケレテーロ州のような経済的に繁栄した産業のハブよりもむしろ、ミチョア

カン州などの暴力と流血事件をカバーする傾向がある(Zissis 2016)。これはメキシコのイメ

ージ改善の妨げとなっている。 

 

大半の共和党議員とは異なり、トランプ氏は自由貿易協定を嫌う。彼の批判の対象は米国

が 1994 年に発効した、カナダとメキシコとの北米自由貿易協定(NAFTA)である。トランプ

氏は、NAFTA による利益をメキシコが不公平な形で独占する一方、米国の雇用はメキシコ

に流出、産業が衰退、貿易赤字が増加する「世界で最悪の貿易協定」であり、廃止するか、

それとも全般的に再交渉されるべきであると主張している(IAD 2016b)。トランプ氏の反自

由貿易路線により、米国が海外通商政策で「内向き」になり、保護主義的な措置を強化す

るのでないかと懸念される。 

 

トランプ氏は、米国がこれまで同盟国と締結してきた条約を尊重することを公約してい

るが、メキシコが同盟国として位置付けされているわけではない。メキシコを親近国と見

ていないことは確かだ。メキシコが犯罪者を米国に送り出していると非難するトランプ氏

は、NAFTA がメキシコだけでなく、カナダも加盟する貿易協定であることを見過ごしてい

るのか、でなければ無視している。カナダとメキシコは米国のそれぞれ第１、第 3 の貿易

相手国であり、両国合わせて、米国貿易の 40％を占めることには気づいていない。米国の

対ラテンアメリカ貿易において、メキシコの占有率は 60％に上る。トランプ氏のキャンペ

ーンは、米国第一主義、反グローバリゼーションのメッセージを発信しているかのようで

ある(IAD 2016b)。 

 

 

D. 移民問題 

 

移民に関するネガティブなレトリックのため、移民者数に関する現実の数値を見落とす

ことがある。メキシコは 1948 年に終わった戦争により、領土の約半分を米国に譲ったが、

現在米国に属するこれら南西部の領土は、メキシコ系米国人が集中する地域である。2013

年の時点では、米国に居住するメキシコ人とメキシコ系米国人は 3,460 万に達し、米国人

口の 10％以上を構成するが、その 3 分の 2 以上の 2,310 万人は米国生まれである。トラン

プ氏は、移民が「流れ込んでくる」ような発言をしているが、 米国に文書化されずに居住

するメキシコ人は、2007 年の 690 万人から 2014 年には 560 万人まで減少している。換言

すれば、米国のメキシコ系住民の 8 割は国籍保持者か、あるいは法的移住者である。ピュ

ー・リサーチセンターの 2015 年後半の発表では、米国に移民するよりも、帰国するメキシ

コ人の方が多い。実際、米国勢調査局によれば、米国への移住者数としては中国系がメキ

シコ人を追い抜いた(Zissis 2016)。 

 

一方で、メキシコは中米からの不法移民の米国入国を防ぐ役割を果たしている、と専門

家が述べている。近年、中米からの難民移民が増えてきているが、メキシコは米国の支援

の下で、南の国境でパトロールの役割を果たすことで、米国への不法移民の流れに歯止め

をかけている。2015 年には、メキシコは 15 万人に及ぶグアテマラ、エルサルバドル、そ

してホンジュラス人を強制送還している。この数は、前年比でおよそ 44％の増加である

(Zissis 2016)。 
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また、かなりのメキシコ移民集団は、文書化されていないかどうかに関わらず、トラン

プ氏が示唆するように犯罪行為に巻き込まれやすい、という証拠はないと専門家は主張す

る。2015 年 7 月に、サンフランシスコで女性が文書化されていない移民によって射殺され

た事件があったが、これは数少ない例外であり、移民社会全体に言及できるものではない。 

メキシコ移民者の投獄率は低く、 移民が社会安全に貢献し、犯罪率も米国生まれの人口よ

りも低いことが、いろいろな調査で分かっている(Zissis 2016)。 

 

 

VI. ラテンアメリカはトランプ氏を恐れるべきか？ 

 

トランプ氏はその他のラテンアメリカ諸国について具体的に言及したことはないが、彼

の選挙戦でのレトリックは、ラテンアメリカ地域全体にとつても不安材料であることは間

違いない。トランプ氏が勝利したならば、「米州大陸における民主主義に最大のダメージを

与えるだろう。トランプ氏が勝利すれば、長年超党派によってワシントンで培われてきた

人権と民主主義尊重の歴史から極端に乖離することになる。トランプ氏は、ロシアのプー

チン大統領については、ポジティブなコメントを繰り返しており、トルコや他の権威的な

米国の同盟国に対して、人権が尊重されることは要求しないと述べた(Oppenheimer 2016)。 

 

米州において最強の民主主義体制を持つ米国で、他人を非難することによって支持を集

め、事実に基づかないクレームを行うポピュリストが選出されることがあれば、社会格差

が大きいことで緊張感が高まりつつあるラテンアメリカで、他のポピュリスト候補が台頭

することは避けられない」と指摘する専門家もいる。トランプ氏が共和党候補として指名

された理由として、人々のエリート層への反発とグローバル化の恩恵から取り残されてい

るとの挫折感があるからである(Navia 2016)。 

 

これまでトランプ候補が選挙キャンペーンで行った、外交に関する発言では、メキシコ

を除いてラテンアメリカは無視されているものの、これは彼だけに限ったことではない。

これまでの大統領選挙戦で、ラテンアメリカについて関心を示した候補は少ない。トラン

プ氏は去年の夏に出馬を自己宣言して以来、移民政策と海外貿易というセンシティブな国

内問題を取り上げたために、メキシコが彼の選挙戦の的になってしまった（IAD 2016b）。 

 

トランプ氏が彼の戦略を実行に移せるか否かに関わらず、彼の毒舌はすでに米国・メキ

シコ関係を悪化し、ラテンアメリカ地域全体がトランプ氏を問題視し、懸念を表明するよ

うになった。トランプ氏のネガティブな発言が報道に取り上げられることで、 メキシコや

他のラテンアメリカ人に対する一般の米国市民の印象が、否定的なものであると誤解され

てしまうかもしれない。トランプ氏が勝利すれば、それを歓迎するとエクアドルのラファ

エル・コレア大統領はコメントしているが、「トランプ氏が選ばれれば、米国にとって最悪

のシナリオとなり、したがってそれはラテンアメリカのためには良いことだ」と皮肉な発

言をしている(Weisbrot 2016, IAD 2016b)。ペドロ・パブロ・クチンスキーペルー大統領は、

就任前に「もしトランプ氏が政権に就いたならば、ペルーとワシントンの関係は大きく損

なわれるであろう。我々は、鋸を使ってその関係を断絶する」と語っている（Tele Sur 2016）。 

 

共和党の大統領候補の中でも、トランプ氏はオバマ大統領のキューバとの国交正常化プ

ロセスは強く批判していない。「正常化は結構だ。50 年で十分だ」と語っている。トランプ

氏は、オバマ政権のキューバ政策を逆戻りさせる意思はないであろうが、貿易制裁を解除

したり、新しい条件をキューバにつきつけることになるのか、今のところ明確ではない。

トランプ政権が誕生した暁には、キューバ政府はトランプ政権に対して以前より慎重かつ

不信感をもって対応するにちがいない(IAD 2016b)。 
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もしもトランプ政権が誕生した際には、トランプ氏は、コロンビア政府と FARC との和

平合意について反対していたアルバロ・ウリベ元大統領に同調するであろうと、米国のシ

ンクタンクであるインターアメリカン・ダイアログはみている。だが、最も起こり得るシ

ナリオは、武力紛争の解決策をワシントンが支援し、平和構想が成功するよう働きかけて

いくというものだ。「ラテンアメリカにおける中国の存在感が高まることで、米国のラテン

アメリカの関心も高まるかもしれない。また、同域内でのイランやロシアの影響について

も、米国政府は注視していくかもしれないが、米国政府が積極的に関わることができる余

地は限られている。しかし、予想が出来ないインスタントプレーに驚かされるかもしれな

い」、と同シンクタンクはみている(IAD 2016b)。 

 

トランプ氏が大統領に選出された場合は、対ラテンアメリカ外交政策を持ち合わせない

まま大統領に就任することになるが、それはラテンアメリカに限ったものではない。彼は

これまで、ブラジルについて言及したことはない。メキシコを除いて、その他のラテンア

メリカを取り上げたことはない（Fuentes, Garcia and Roman 2016）。キューバについても、

殆ど言及していない。一つ明確なのは、もしもトランプ氏が反 NAFTA 姿勢を崩さず、移

民に対する規制を強めることになれば、メキシコとの関係は危機的なものになる可能性が

出てくる。しかし、NAFTA から脱退し、国境に壁を作ることから生じるベネフイットが少

なく、コストが高いと分かれば、トランプ氏が思いとどまる可能性はあるとの見方もある 

(IAD 2016b)。 

 

「現在の米国の対米州政策は、テーマのすべてを網羅した包括的な視点に基づく壮大な政

策を打ち立てることを避け、その代りに個々の課題に焦点を当てて、ラテンアメリカ内で

準地域レベルでの問題に対処することで、どちらかと言うとアラカルト的に対処してきた。

この実践的な戦略により、オバマ政権はラテンアメリカ・カリブ域内で、米国にとって一

般的にポジティブな遺産および業績を残すことができたのではないか」とインターアメリ

カン・ダイアログの理事で、元在米メキシコ大使であるアルトゥーロ・サクカーン氏は語

る。もし「トランプ大統領」が誕生した際には、「これまでコツコツと作り上げてきた、小

さいかもしれないが、米国が着実に積み上げてきた利益を危うくする恐れを秘めている」

と、米国の対ラテンアメリカ政策転換が余儀なくされることを懸念する(IAD 2016a)。 

 

トランプ氏が大統領に選出されれば、これまでのオバマ政権の地道な政策が台無しになる

のではないかと危惧する米国の中道右派も少なくない。「オバマ大統領にとって、就任最初

の年にホンジュラスで起こった危機は未だに新鮮であり、米国大統領にとってラテンアメ

リカと上手く付き合うのは簡単ではないことが分かったはずだ。ワシントンが過度に介入

すればグリンゴの干渉だと批判される。その反面、対応を誤れば、北の大国に無視された

と非難される。オバマ大統領は、過去数年に政策の微調整を図ってきており、個人のカリ

スマを活かして、適正な政策バランスを取ることに成功、米州との関係が改善されてきて

いる。その善意の多くが、トランプ氏が就任の宣誓を終えた時点で消滅してしまう」と「自

由と繁栄のためのケイト研究所」ラテンアメリカ部政策アナリストであるフアン・カルロ

ス・イダルゴは語る(IAD 2016a)。 

 

グローバル化と自由貿易のチャンピオンとなった米国が将来グローバル化を恐れ、孤立

的な保護主義国になってしまえば、国内だけでなく国際的な制限に直面するに違いない。

米国がラテンアメリカ地域の問題に介入しなければ、ラテンアメリカ左派政権は喜ぶかも

しれないが、これが実際に起きる可能性は低いとムーディーズ・アナリティック社、ラテ

ンアメリカ部ディレクター、アルフレド・コウティニオ氏はみている。「トランプ氏の反移

民のメッセージは、ラテンアメリカでは共通して反感を呼び、反米国感情を煽る可能性を
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秘める。反自由貿易、反移民政策を掲げてラテンアメリカ諸国を攻撃すると同時に、国際

的な協力を要求することは矛盾しており、同地域の政府との協力が難しくなるであろう」

とコウティニオ氏は付け加える(IAD 2016a)。 

 

また、トランプ氏の外交政策の下では、国際関係が傷つく可能性がある。中国とメキシ

コからの輸入に対して恣意的に課税することは、米国の最も重要な貿易相手国にとって受

け入れ難い。実際、国際貿易紛争、さらには通貨戦争を引き起こすかもしれない。米国に

とってラテンアメリカは重要な貿易相手地域で、主要な投資先でもあり、NAFTA などの協

定から離脱することは、経済面であまりにもダメージが大きい。要するに、外交及び貿易

政策に関するトランプ氏の提案は、脅威によるもので、高レベルの外交と交渉能力の卓越

性に基づくものではない」とコウティニオ氏は語っている(IAD 2016a)。 

  

トランプ氏のバッシングは、もっぱら NAFTA パートナーであるメキシコに集中してい

るものの、彼が当選した暁には、ややもすると傲慢で横柄な米国の対ラテンアメリカ政策

が逆戻りする兆候として、同地域の多くの人に警戒されている。「米州大陸の覇権パワーと

の関係において、予見性を重視するラテンアメリカ諸国にとって、トランプ氏によって『米

国が予測不可能』となることは深刻な問題である」とインターアメリカン・ダイアログ会

長のマイケル・シフター氏は、トランプ氏が唱える政策の不透明性、不予見性、不一貫性

を非難する。オバマ大統領はワシントンが有するソフトパワーの機能や手段をフルに活用

することで関係の深化を図ってきたが、トランプ氏のネガティブなレトリックがその努力

を台無しにしてしまう。 

 

また、トランプ氏が「国境に壁を作り、反移民感情を煽り、民衆扇動や外国人排斥に頼

り、貿易協定の廃止を訴えることで、近年民主党と共和党政権を問わず、米国政策を共有

するラテアメリカ諸国の政府と国民、NGOと一緒に、新しいパラダイムとルールに基づく

システムを構築しようとする努力が台無しになってしまう」とサクカーン氏はメキシコに

集中するトランプバッシングがその他のラテンアメリカ諸国へ及ぼすマイナスの波及効果

を危惧する(IAD 2016a)。トランプ氏が掲げる「米国第一主義」は米国が偉大な国家を作り

上げてきた基盤である文化的多様性を否定するものであるという(Fuentes, Garia and 

Roman 2016)。 

 

トランプ氏が説く「米国第一主義」の結果予測が浸透するにつれ、米国が長期にわたり

干渉してきたと非難するラテンアメリカの左派政権にとって、これが魅力的な政策転換と

なるとは考え難い、と指摘する専門家もいる。同地域では、政権が左派か右派であるとは

関係なく、米国に対して批判的な姿勢をとるのが通例である。ベネズエラのニコラス・マ

ドゥロ大統領は、自身の悲惨な政権から目を逸らさせるために、米国がベネズエラの転覆

を企てているとして反米攻撃を続けている。ペニア・コンサルティング社最高責任者、セ

ルヒオ・デラ・ペニア氏は、「ラテンアメリカでは昨年から社会主義的な政策を軸とする政

府から中道右派の政権に転換してきている。昨年は、アルゼンチンではキルチネル政権に

終止符が打たれた。エクアドルのコレア大統領は、現在の任期後に辞任する。ボリビアの

エボ・モラレス大統領は、再選の是非を問う国民投票で敗れた。ブラジルのルセフ大統領

は弾劾手続きの結果、辞任においこまれた。ペルーでは、自由市場モデルを踏襲、その路

線を継続していくであろう。ベネズエラの社会主義、権威主義体制は崩壊の危機に瀕して

いる」と、仮に民主的でかつ市場を重んじる政策をトランプ氏がラテンアメリカで展開す

るならば、米国にとって新しいビジネス機会が提供されるであろうと楽観的にみている

(IAD 2016a)。 
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一方で、カトー研究所、ラテンアメリカ・スペシャリスト、ホアン・カルロス・イダル

ゴ氏は、ラテンアメリカ諸国の大統領がトランプ氏 を抱擁するようなことがあれば、国内

政治の観点からして、非常に大きな過ちであると断言する。また、自由貿易協定、特に

NAFTA を再交渉することで、米国にとって二国間協力と相互関与の最大の柱である自由貿

易の概念が永久的に損なわれる可能性がある。「ラテンアメリカは古き良き時代の米国の介

入を切望するのではない。単に、友好関係とビジネスの二つの基本理念に基づく『古き建

国の父』のアプローチを世界に適用してもらいたいと願っているだけだ。トランプ氏はそ

のどちらも約束していない」とトランプ氏を強く批判する(IAD 2016a)。 

 

 

VIII. 今後の展望 

 

7 月に開かれた両党の党大会後の世論調査では、ヒラリー・クリントン氏が優位に立ち、

その後の世論調査では、トランプ氏が勝利する可能性は低下してきていた。しかし、彼は

選挙運動を巧みに進め、政治面では例外的とも言える才能を証明、熱狂的な大衆の支持を

取り付けることで、その政治基盤を広げてきた。トランプ氏は完璧な候補者ではないが、

クリントン氏を倒す可能性は残っている。共和党大会でトランプ氏が大統領候補に指名さ

れたことは、ラテンアメリカにとっても重要な意義をもつ。彼のように、米国政治に対す

る怒りと憤りを巧みに利用する大統領候補は他にはバーニー・サンダースしかいなかった。

クリントン氏は、バーニー・サンダース氏が彼女の支持に回らなければ、民主党の指名で

苦戦を強いられていたかもしれない。  

 

だが、共和党候補のトランプ氏が、これまでの極端な政策や発言を続ければ、勝利する

可能性は少ないと指摘する専門家は多い。一時期顕著化した共和党のエスタブリッシュメ

ントによる「トランプ降ろし」の動きは静まった感があるが、共和党議員の多くが反トラ

ンプ氏の姿勢を示していることも間違いない。大統領選だけでなく、普通選挙でも勝利す

るには、候補を支持する政党の支援が鍵となる。 

 

トランプ候補はこれまで、低中所得層の白人の保守派からも支持を集めてきた。しかし、

彼が共和党大統領候補として勝利するには、弱体化している白人ブルーカラー層の支持だ

けでは不十分で、高所得のホワイトカラー層からの支持も不可欠である。白人の低中所得

層の支持は民主党に集まり、ヒスパニックやアフリカ系米国人などのマイノリティーの票

の大半がクリントン氏に投じられる模様だ。共和党の政策と支持層には矛盾が存在する。

共和党は小さな政府を目指し、経済の自由主義を志向して、民主党のような課税による所

得の再分配や社会福祉の充実による大きな政府を求めていない。しかし、トランプ支持者

の多くは、まさに、その再分配や社会福祉の充実を要求しているのである。 

 

鍵を握る米国の浮動層の票をつかめるかどうかは、11 月 8 日の投票日の直前に、9 月末

から 10 月にかけて行われる 3 回の大統領候補のディベートにかかっている。トランプ氏が

「これまでの共和党予備選で圧倒してきたような政治経験も浅くアピール力も弱い候補た

ちとは違い、政策経験が豊かで、政治の修羅場を何度も潜り抜けているクリントン候補と

直接対決をすることになる。しかもレベルが高い厳しい司会者がおり、これまでのように

意見をはぐらかして、笑いをとるだけでは勘弁してもらえないだろう」と専門家は指摘す

る(渡邉 2016)。「白人のプライドをくすぐり、ブルーカラーの苦境を理解してくれそうな、

そして何より歯に衣着せぬ発言で自分たちの『敵』である移民労働者、マイノリティー、

中国、メキシコ、日本などの貿易ライバル国、自由貿易協定そして旧来の共和党のエスタ

ブリッシュメントを滅多切りにしてくれる」トランプ候補の演説では、鍵を握る浮動票を

動かすことはできない(渡邉 2016)。 
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米国の大統領選挙の年に、今回のように貿易が大統領選挙戦の重要トピックになること

は珍しい。主要政党が推薦する大統領候補がそろって自由貿易について懐疑的な姿勢をみ

せるのは世界第恐慌以来初めてである。TPP を巡っては、共和党のトランプ氏は撤廃を表

明、クリントン前国務長官も同協定の再交渉に応じないことを 8 月 11 日に明言した。白人

の労働者階級が多い中西部ミシガン州で経済政策について演説したクリントン氏は TPP に

関して、「現在も、選挙後も、大統領になっても反対する」と述べた上で、「TPP を含む雇

用を減らし、賃金を下押しする貿易協定は阻止する」として改めて反対を表明した（日本

経済新聞 2016a）。トランプ氏は、NAFTA など、既存の自由貿易協定を再交渉することを

示唆、それが不可能ならば、NAFTA から離脱する宣言している。クリントン氏も、NAFTA

の再交渉の可能性を仄めかす。 

 

議会両院における反自由貿易感情が高まり、民主党の中でも選挙戦で反自由貿易を掲げ

たバーニー・サンダース派の支持を確保することが重要となる。一方で、共和党内の孤立

主義派が再び勢力を盛り返すなか、中道派が崩壊しつつある。「貿易の話題がワシントンに

おいて政党間内の深い分裂をもたらしているとの非難があるが、皮肉なことに、考え方が

違うアメリカ国民を団結に導くことができるのは自由貿易のようにみえる」とカウンセ

ル・オブ・ザ・アメリカス研究員、エリック・ファーンズウオース氏は述べている（Farnsworth 

2016a）。次期の米国政権が自由貿易主義を否定し、内面的で、保護主義に偏向すれば、ラ

テンアメリカ地域全域に及ぼす影響は大きいであろう。 

 

TPP がオバマ大統領の任期中にレームダック議会で承認されなければ、少なくとも 2～3

年持ち越されることになる。これは、米国の対米州政策が大幅に後退することを意味する。

「TPP はアジアに焦点をあてるイニシアティブで、（オバマ政権の）経済政策の柱であり、

拡大する中国の影響力の代替だとも考えている。確かに、オバマ政権みずからが TPP 協定

をそのように位置づけている。これは間違ってはいないが、完璧ではない」としている。

なぜならば、TPP には米国に加え、カナダ、メキシコ、ペルー、チリの米州の 5 カ国が参

加しており、米国にとって上位 1 位と 3 位の貿易相手国を含む重要な協定である。「米国が

これからも米州での外交利益と通商利益を追求していくには、TPP の承認が不可欠であり、

TPP にその他のラテンアメリカ諸国が追従して参加することが必要となってくる」とファ

ーンズウオース氏は TPP 承認の意義を強調する(Farnsworth 2016a)。 

 

クリントン候補は国務長官時代に交渉の一翼を担ったこともあったが、彼女は自由貿易

協定に関して、これまで一貫した姿勢を示してこなかったこともあって、トランプ氏から

「選挙後（有権者を）裏切るだろう」と攻撃されたこともあった12(Romano 2016)が、現在

は TPP 反対姿勢を貫く姿勢を強調しており、大統領選に勝てば容認に転じるというトラン

プ氏の批判を退けた。ただし、就任前に議会が TPP を承認することへの是非には言及せず

に含みを持たせており、TPP の議会での承認は、オバマ政権に委ねる姿勢を崩していない

（Goodman 2016）。 

 

TPP 承認を政権のレガシー(遺産)としたいオバマ米大統領は、選挙後から自身が退任する

来年１月までの「レームダック国会」(11 月 8 日から 1 月 20 日まで)で関連法案を審議し、

承認を得たい考えだ。しかし野党・共和党だけでなく、与党・民主党議員すら賛成票がま

                                                   
12 NAFTA はヒラリー・クリントン氏の夫のビル・クリントン元大統領が 20 年以上前に署名した協定だが、

ファーストレディとして NAFTA 成立に関与しながら、上院議員時代には CAFTA と呼ばれる中米地域と

の自由貿易協定に反対票を投じたかと思えば、2008 年の大統領予備選挙では、NAFTA を批判し、コロン

ビアや韓国との FTA が交渉中に、それらの協定への懸念を表明したこともあった。オバマ政権の国務長官

としては NAFTA や TPP 交渉を支援してきた。 
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とまらないのが現状だ。オバマ氏は 8 月 2 日の記者会見で、TPP に関し「大統領選が終わ

れば真の利点がわかる」と強調し、早期に議会の承認を得ることに改めて意欲をみせては

いるものの、支持基盤の労組の反対で賛成票がそろわない。米国では大統領選と同時に上

下両院の改選も予定されており、各議員が TPP への賛否を選挙で問われる。民主党議員に

は全米自動車労働組合などが、「自由貿易協定で米雇用が失われた」と激しいロビー活動を

展開している。共和党議員には新薬のデータ保護の拡充を求める製薬業界などが再交渉を

促して圧力をかけている13（河浪 2016)。 

 

TPP はクリントンとトランプ両大統領選候補の反対姿勢も強く、年内承認は難しいとみら

れる。TPP 交渉を纏めた米通商代表部（USTR）のフローマン代表は、クリントン氏が主

張する参加 12 カ国間での再交渉は困難とみている。12 カ国のなかで、経済規模で 2 位の

日本も再交渉する用意はないと明言している。批准が遅れれば、「牛肉であればオーストラ

リアは 2国間協定で日本の関税引き下げを実現しており、米国勢は不利な立場におかれる」

と危惧する。議会承認が年内に得られなければ、TPP の批准の時期は極めて不透明になる。

来年発足する次期政権での一定の仕切り直しは避けられないとの見方が強まっている。 

 

大統領候補の選挙戦での公約が守られなかったことは米国でもよくあることだ(渡邉 

2016)。ムーディーズ・アナリティック社、ラテンアメリカ部ディレクター、アルフレド・

コウティニオ氏は「外交ではなく、脅威に基づく米国の外交政策は、国際関係と協力関係

を傷つける。政治運動での発言は、有権者を引き付けるための戦略の一部にすぎない。選

挙公約を実際に実行するには、大きな制限と制約があり、多くの政治指導者は通常、その

約束を守ることはできない。従来の米国の外交貿易政策は制度的な制限が課されているた

め、一晩で変更されるようなことはない」と語っている(IAD 2016a)。 

 

TPP が存在しない限り、北米の 3 カ国は NAFTA 協定をアップグレードする有効な手段を

持ち合わせない。NAFTA は 1994 年に発効、それ以後の技術進歩が進んだため、21 世紀の

相応しい貿易協定に変革される必要がある。NAFTA にはエネルギーのテーマは含まれてい

なかった。サプライ・チェーン構築などのテーマも考慮されていない。原産地規則に関す

る新しいルールも作り上げることが出来ない。TPP が存在しなければ、NAFTA、チリ、コ

ロンビア、パナマ、ペルー、および DR-CAFTA などの既存の地域自由貿易協定を統一する

ことが難しくなる(Farnsworth 2016a)。 

 

外交政策の観点からすると、米国は TPP が存在しなければ、米国とのより緊密な経済

的、政治的関係の強化を意図的に図ってきた幾つかのラテンアメリカ諸国に背を向けるこ

とになる。21 世紀に入ってから、ラテンアメリカでは、市場に優しい国際化国家とポピュ

リストで保護主義的な国家の間で、イデオロギーで衝突することがある。「TPP の議会通過

は、改革を積極的に推進してきた諸国にとって有効な支援策でとなり、これから改革に取

り掛かる諸国に対して有意義なインセンティブとなる」と専門家は指摘する(Farnsworth 

2016a)。特に、太平洋同盟に加盟しているが TPP には参加していないコロンビアにとって

重要なインセンティブとなるであろう。米国とのより緊密な経済関係へと政策と転換して

いるアルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイなどの大西洋岸諸国に対しても、TPP の批准

は重要となってくる。TPP なくしては、米国の米州での信頼が失われることになり、「米国

の前庭」での影響力を中国に譲ることになりかねない。 

 

                                                   
13 ただ、共和党のハッチ上院財政委員会長は、データ保護期間を 8 年から 12 年に延ばすよう協定の修正

を求めており、一定の打開策の合意ができなければ、審議入りは難しいとみられる。 
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太平洋同盟については、ヒラリー・クリントン候補が国務長官を務めていた時期に、米

国の強い支援を受けた背景がある。同盟は、見方によっては、ラテンアメリカを分断し、

米国が推進してきた自由貿易路線を受け入れないメルコスールや UNASUR との対立を深

めかねない協定である。従って、太平洋同盟支援を継続することによって、米国とは関係

が薄い経済的、政治的統合の努力を脆弱化するだけでなく、ベネズエラなどの反米勢力に

圧力をかけることが出来る。クリントン氏は、ホンジュラスの右翼クーデターを支持した

こともある。クリントン氏は、太平洋同盟を支持すると同時に、ラテンアメリカを分断す

るような統合の動きをサポートし続けると予想される(Romano 2016)。この意味ではトラン

プ、クリントン両候補とも、アルゼンチンのマクリ政権による中道政権を歓迎しているも

のと考えられる。特にクリントン氏は、オバマ大統領がマクリ大統領とで公約された二国

間の関係強化を引き継ぐであろう。 

 

また、前米国務長官であるヒラリー・クリントン氏は、キューバとの国交正常化交渉を

表明したオバマ大統領の姿勢を支持する意向を示していた。クリントン氏はキューバとの

国交正常化プロセスに関して声明を発表し、「キューバを孤立させる政策は、米州における

カストロ政権の勢力拡大を招くのみだった。私がこれまで述べてきたように、キューバに

変化をもたらす最善の方法は、キューバの人々を外の世界の価値や情報、物質的な快適さ

に触れさせることだ」と述べた。そのうえで「自由を熱望するキューバ国民の支援という

大きな目標を維持しながら、対キューバ政策を変更するというオバマ大統領の決定を支持

する」と述べた(ロイター 2014, Weisbrot 2016)。 

 

クリントン氏が勝利した場合には、キューバに対して、オバマ路線が引き継がれる可能

性が高い。一方で、トランプ氏は、オバマ大統領の 3 月のキューバ訪問に先立つ共和党討

論会でキューバ政策を問われた際、「私は（オバマ氏と、強硬な共和党議員との）中間に立

つ」と述べている。トランプ氏は昨年、ビジネスマンとしての視点から、「キューバを（孤

立ではなく）開放させるのはいいことだ」とも強調している。米国とキューバの国交正常

化交渉で、キューバ側代表を務めたビダル・外務省米国局長が朝日新聞との単独会見に応

じ、米大統領選で誰が当選しても、正常化への動きが後戻りすることはないとの見通しを

示した(平山 2016)。 

 

米国議会が禁輸措置を解除しない場合でも、キューバへの渡航制限や、農業の取引の制

限をなくすよう提案している共和党議員もいる。情報通信分野で 5 つの契約が結ばれ、米

ホテル企業などがキューバで営業を始め、米国からキューバへの定期航空便も始まった。

国交正常化プロセスが始まった 2014 年 12 月以降、両国は数多くの専門家会合を開いてき

ており、環境や医療分野、農業、麻薬対策など 10 の協定を結んでいる。「次期大統領がこ

れらの協定を破棄するとは考えにくい」、とビダル局長は語る。また、キューバ人の多くは

制裁解除を目指すオバマ氏の政策を引き継ぐ民主党候補クリントン氏の勝利を望んでいる

とされる((平山 2016)。トランプ氏にとって、キューバとビジネスを拡大するには、投資が

キューバ政府によって収用されないように、投資保証制度が必要であると CNN 番組で述べ

ている。 

 

2014 年 12 月から始まった米キューバ間の国交正常化により、キューバ経済は米国との

貿易、および米国からの資本の流入で大きな利益を得ることができるかもしれないが、キ

ューバの指導者たちは、経済開放の恩恵が、キューバ系米国人社会と関係が深い特定の特

権セクターだけに限られており、不平等な経済成長によってもたらされる危険性を懸念す

る。より公平な所得再分配メカニズムが確立されていない場合は、キューバ人のなかでも

キューバ革命により利益を得て、政府にとって最も強固な支援の基盤を提供してきた人々
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が不満を募らせれば、現在の社会主義政権の持続可能性が難しくなるとの見方もある

(Romano 2016)。 

 

そのほか、米国の大統領選挙の行方がラテンアメリカに及ぼす影響の一つとして、「麻薬

戦争」がある。米国内では、民主党と共和党両党のリーダー的な政治家の間で、マリファ

ナの合法化、あるいは、医療目的のための使用容認のどちらかにより、「麻薬戦争」に関す

る刑罰を軽減する刑事司法改革に賛成でコンセンサスが高まってきている。しかし、いず

れの党の主要政策立案者も、米国に関わる麻薬戦争を国際レベルで緩和化してゆく動きは

みられない。むしろ、米国は、中央アメリカの北トライアングルのような場所で、武装麻

薬対策プログラムに対して多額を投資しており、「コロンビア計画」の下、対ゲリラと麻薬

対策戦術の訓練を受けた何千人ものコロンビア軍高官に向けて、研修プログラム支援を強

化してきている。防衛産業が共和党と民主党の政策立案者に及ぼす影響が、米国の国境を

越えた「麻薬戦争」の継続と深い関係にある(Romano 2016)。 

 

よって、 大統領に選出される候補が民主党であれ共和党であれ、ビル・クリントン政権

下で拡大した米州での武装された安全保障プログラムが継続されるとみる専門家もいる。

例えば、ラテンアメリカの移民社会など、有力な有権者グループが組織され、反対運動を

始めることになれば、これらのプログラムが問題視されるようになる可能性が出てくる。

その他の可能性として、ラテンアメリカ政府自身が「麻薬戦争」を拒否し始め、代替政策

を打ち出すことが考えられるが、米国による安全保障援助に依存する国々が多いことから、

この可能性は低いと思われる(Romano 2016)。 

 

民主党候補のクリントン氏が勝った場合、彼女が選挙戦で公約した、「市民権獲得に向け

ての包括的な移民制度改革」に繋がるかどうかは確かではない14。予備選においてサンダー

ス氏が掲げていた「公正で人道的な移民政策」の改革は実現するのか？ 共和党候補のトラ

ンプ氏が選出されたならば、彼が選挙戦で約束した「壁に必要な費用はメキシコが負担す

る」政策が実行されるのか？ラテン系人口が増加し、ヒスパニック系有権者の大統領およ

び一般選挙における重要性が高まるなか、民主党、共和党に限らず、移民政策が進展する

可能はあるとする見方がある。しかし、議会の共和党議員の支持層は主に白人で、一般に

反移民の姿勢であることから、実質的な移民改革に取り組みには議会が反対する可能性が

高い。共和党が下院で過半数を維持できれば、米国で文書化されていない移民の多くに法

的地位を保証するチャンスは限られてくる(Romano 2016)。 

 

ヒラリー・クリントンは、大統領令を行使して、国外退去処分の対象になりうる若者に

対し、一定条件を満たせば国外退去処分を一時的に延期し、その間就労許可証を与える

Deferred Action for Childhood Arrivals (DACA)を 2012 年に発表している。クリントン氏

は大統領令で、この暫定措置を維持するか、あるいは延長する可能性がある15。DACA にお

いては、再生可能な 2 年間の労働許可証と強制送還の免除が保証される。クリントン氏は、

                                                   
14 クリントン候補は 2016 年 3 月に、暴力的な犯罪者やテロリストを除いて、不法移民を強制的に国外追

放しないことを公約しており、大掛かりな国外追放を訴えるトランプ氏とは対照的であるだけでなく、こ

れまでオバマ大統領が採ってきた移民対策からの大きな転換となりうる 。オバマ政権が、政治亡命者の条

件を満たさず、移民者として認可されない人たちを国外追放すると決めたことで、移民の権利グループか

らの抗議の声が高まっていた(Nakamura 2016)。 
15 この今回の暫定措置の元となるドリーム(DREAM)法案は、子供の時に親に連れられて米国に不法入国

し滞在を続けた若者に対し、米国に永住できる道を与えようと、2001 年に提唱された。自らの意思で不法

滞在を選択したわけではない若者で、犯罪歴がなく、大学に進学もしくは軍隊に入隊したものには、米国

で続けて生活できる機会を与えようという趣旨であった。しかしながら、ドリーム法案は親の不法行為に

対して恩恵を与えるものであり、今後ますます不法入国を促進するものであるという反対派の意見が強く、

ここ 10 年以上、可決されていない。 
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包括的な移民改革を推進するかもしれないが、共和党が過半数を持つ下院で拒否される可

能性は高い(Romano 2016)。トランプ氏が勝利すれば、彼が過去に行ったように、彼の立場

を大きく変えること可能性は否定できないが、8 月に入ってから、低下した支持を回復のた

めに、反移民の強硬路線を新たに公約している。よって、文書化されていない移民の中で、

広いカテゴリでの恩赦など、移民に対して柔軟な政策を採るとは考えにくい。ただ、トラ

ンプ氏の政策提案は、移民改革よりも、入国制限に関するものが多いことに、注目したい。 

 

 先にも述べたように、大規模な国外追放、出稼ぎ労働者による海外送金への課税、メキ

シコ国境での壁の建設（建設費はメキシコ負担）など、トランプ氏は軽蔑的なレトリック

を繰り返してきた。彼は、メキシコとメキシコ人に関して、深い軽蔑と反感を抱いており、

その他のラテンアメリカ人や米国のヒスパニック社会にとって受け入れがたい、人種差別

的なレトリックに聞こえる。しかし、米国人がメキシコに抱くイメージは決して良いもの

ではない現実がある。汚職・腐敗、組織犯罪、麻薬戦争など、メキシコのイメージが悪化

しており、トランプ氏のネガティブなレトリックが、同国を真に理解していない米国庶民

に鵜呑みされてしまう可能性がある。トランプ氏の発言によって、ラテンアメリカ全域が

同一視される恐れがある。 

 

ラテンアメリカは、その他の地域と同様、トランプ氏が当選可能な大統領候補として登

場し、共和党候補のフロントランナーになり、そして最終的に党の指名を獲得したことに、

脅威と疑惑の念を抱いている。しかし、かりにトランプ氏が勝利したとしても、米国の対

ラテンアメリカ政策が抜本的にオーバーホールされるとは考えにくい。トランプ氏の侮辱

的な発言が目立つ移民政策に関しても、世論調査によれば、米国人の大半は米移民法の実

践的かつ人道的な改革を期待している。トランプ氏の露骨な反移民発言は、特定のセクタ

ーからの反感を買い、民主党支持に繋がっている。 移民政策をはじめ、トランプ氏の公約

や発言は無神経で攻撃的なもので、おそらく実行不可能であろう。 
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